
コロナから会社と従業員を守るプロジェクト

雇用調整助成金

申請マニュアル

～支給申請編～



計画申請で必要なもの

#2

■ 必要書類について 
　 

助成金を申請する為には、申請書類の他に事実確認や実態を証明する為の多くの書類が必

要となります。 

以下に一覧をまとめていますが、それ以外にも申請の際に必要とされた場合、他の資料や書

類の作成を求められることがあります。  



全体の流れ

■全体の流れについて

 
日々、手続きの簡略化や様式の変更などが発表されています。  

書類を作成する場合は、構成労働省のホームページを参考に、最新の書式を  

使って申請するようにしましょう。  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申請期限に注意

例：末日締の会社の判定基礎期間（申請期限は8月31日）

賃金締め切り日が月末の場合の申請期限は、

申請期限は、支給対象期間の属する月の末日の翌日から2か月以内となります。

例：20日締の会社の判定基礎期間（申請期限は9月20日）

判定基礎期間の途中に対象期間の4/1があれば、次の判定基礎期間とまとめます。

判定基礎期間の途中に対象期間の6/30があれば、前の判定基礎期間とまとめます。

賃金締め切り日が判定基礎期間の途中の場合の申請期限は、

最後の判定基礎期間をまとめることになるので、

判定基礎期間の初日から2か月後の日から起算して、2ヶ月以内となります。
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賃金締切日によって、申請期限が変わります 

休業実施後、支給申請に必要な書類をそろえ、事業所の住所を管轄する労働局またはハ
ローワー クに提出してください。
 郵送で提出する場合は、郵送事故防止のため、必ず簡易書留など配達の記録が残る方法
で、郵送 してください。その場合、申請期限までに到達していなければなりませんので、ご
注意ください。  なお、申請期限は「支給対象期間」の最終日の翌日から起算して２か月以内
ですが、判定基礎期間の初日が 1/24～5/31までの申請期限は、特例により令和２年８月 31
日までとなります。  本助成金を受給しようとする事業主は、支給申請に必要な書類を整備・
保管し、労働局等から  追加の提出を求められた場合には、それに応じて速やかに提出して
ください。 また、提出した書類は支給決定されたときから５年間保存しなければなりませ
ん。



助成金額の算定について

■助成額を算定する3つの方法 
 

助成額は、①×②に休業した延べ日数を乗じて算出します。  

※１人１日当たりの上限額は15,000円です。  

 ① 休業を実施した場合に支払った休業手当に相当する額（※１）  

 ② 助成率（中小企業： 𝟒／𝟓 ,大企業： 𝟐／𝟑 ）（※２） 

 ただし、解雇等を行わず雇用維持を行う場合  

（中小企業： 𝟏𝟎／𝟏𝟎 ，大企業： 𝟑／𝟒 ））（※２） 

 ※１ 次の①から③までのいずれかの方法で計算します。  

① 前年度１年間における雇用保険料の算定基礎となる賃金総額 （次ページ参照）を、前年

度１年間における１か月平均の雇用保険被保険者数及び年間所定労働日数で割った額

に、休業手当の支払い率をかけた額  

＜特徴＞雇用保険料の算定基礎となる賃金総額は「賞与額」を含んでいますので、多くの

賞与を支給している場合は、算定金額が高額になる場合があります。  

 

② 判定基礎期間の初日が属する年度または前年度の任意の月に提出した給与所得・退

職所得等の所得税徴収高計算書 （次ページ参照）の支給額を人員及び月間所定労働日数

で割った額に、休業手当の支 払い率をかけた額（この方法で計算した場合は、使用した所

得税徴収高計算書を添付してください。）  

＜特徴＞給与所得・退職所得等の所得税徴収高計算書の支給額は役員報酬を含んでい

ますので、役員報酬が高額である場合は、算定金額が高額になる場合があります。  

 

③ 小規模事業主（従業員がおおむね 20 人以下）の場合は、実際に支払う休業手当の総

額  

＜特徴＞実際支給した休業手当に基づいて計算しますので、低額になるケースは稀です

が、実際支給した休業手当以上の助成額が支給されることはありません。  

 

※２ 緊急対応期間を１日でも含む判定基礎期間の場合の助成率です。  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計算方法によって、助成額が変わります 



助成金額の算定について

■添付書類のここをチェック 
 

雇用保険料の算定基礎となる  

賃金総額と人数 

 

雇用保険料の算定基礎となる  

賃金総額と雇用保険加入者の

１か月の平均人数を、労働保

険料の申告書から確認します。  

所得税徴収高計算書  

 

納付書の人数と 

給与総額を確認 

します。 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記入方法と添付資料
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■雇用保険被保険者用の様式  
 

雇用調整助成金の申請は、できるだけ簡素化することを目的に、申請書類のエクセルなどに

計算式が入っています。  

以下の順番に入力すれば、自動的に反映します。  

①　休業・教育訓練実績一覧表 を作成し、休業日数を確認する。  

②　雇用調整助成金助成額算定書 に必要事項と①の数字を反映。  

③　支給申請書に必要事項を入力し②の計算結果反映を確認する。  

④　根拠となる添付資料を添付する。  

⑤　様式特第４号（雇用調整事業所の事業活動の状況に関する申出書）と様式新特第 6　　

号（支給要件確認申立書）を記入する。  

⑥　労働局へ申請する。  

 

雇用調整助成金　支給申請書作成の流れ 

作成手順は左から順にに入力　※⑤については13ページを参照  
 
※様式は厚生労働省HPよりダウンロードできます。  

休業・教育訓練実績一覧表　    助成額算定書  支給申請書 



記入方法と添付資料
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休業・教育訓練実績一覧表 

いずれかにレをする 
 

■記入のポイント  
      計画届時に記載した、判定基礎期間を記載。  

      対象となった労働者の氏名、雇用保険番号を記入。  

　   本来出勤するはずだった労働日を記入。　  

　　 休業した日を記入。  

　　 時短休業を実施した時間数を記入。  

　　 教育訓練を実施した日数を記入。  

 

 

1

2

3 4 5 6

1

2

3

4

5

6



記入方法と添付資料
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休業・教育訓練実績一覧表 

■記入のポイント  
      水色は自動で計算されます。複数枚にわたるときは、その合計を赤いセルに入力  

　　してください。  

　　就業規則等に規定されている１日の所定労働時間を記入して下さい。  

　　なお、それが月ごとに異なる場合は判定基礎期間に係る月（暦月と判定基礎期間  

　　が異なる場合は、判定基礎期間の初日が属する月）の所定労働時間を、また労働  

　　者ごとに異なる場合は最も適用される人数の多い所定労働時間を記入して下さ  

　　い。 

　   それぞれの人数を記入。　  

　　 事業主及び「協定をした労働者代表」の記名押印又は署名をする。  

 

1

2

1

2

3

4

7

複数の場合は枚数を記入 

3

4



記入方法と添付資料
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雇用調整助成金　助成金算定書（労働保険料で算定する場合） 

■記入のポイント  
      会社名、雇用保険適用事業所番号を記入。   

      平成30年度労働保険料申告書より転記。  

      平成30年度労働保険料申告書より転記。  

      部署や勤務形態毎に当該所定労働日数が異なる場合、その部署等に従事する年度  

　　末の労働者数等により加重平均をした全労働者の平均年間所定労働日数（小数点  

　　以下切り捨て）を記入して下さい。  

　　ただし、休業等協定による休業手当等を算定するために、賃金の日割り計算をす  

　　る際に、所定労働日数によらず、所定労働日数より大きな任意の日数や暦日数を  

　　用いる場合は、３６５日と記入して下さい。  

　　 自動計算されます。  

1

2

3

4

1

2

3

4

※③に転記 

※②に転記 

平成30年度労働保険料申告書 

5

5



記入方法と添付資料
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雇用調整助成金　助成金算定書（源泉納付書で算定する場合） 

■記入のポイント  
      会社名、雇用保険適用事業所番号  

　　を記入。   

      計算書に記載された俸給給料等

　　（01）欄の「支給額」を当該賃金総額を転記します。  

      同欄の「人員」を当該１か月平均被保険者数として（２）欄に転記。  

      部署や勤務形態毎に当該所定労働日数が異なる場合、その部署等に従事する年度  

　　末の労働者数等により加重平均をした全労働者の平均年間所定労働日数（小数点  

　　以下切り捨て）を記入して下さい。ただし、休業等協定による休業手当等を算定　　する

ために、賃金の日割り計算をする際に、所定労働日数によらず、所定労働日　　数より大

きな任意の日数や暦日数を用いる場合は、３０日と記入して下さい。  

　　 自動計算されます。  

1

2

3

4

1

2

3

4

5

5



記入方法と添付資料

#12

雇用調整助成金　助成金算定書 

■記入のポイント  
      休業協定書で定めた休業手当の割合を記入。   

      プルダウンで選択  

　　大企業：２／３　中小企業：４／５  

　【雇用維持要件を満たす場合】  

　　大企業：３／４　中小企業：９／１０  

　　 休業・教育訓練実績一覧表（P5参照）から転記  

　　 プルダウンで選択  

　　 大企業：1,800円　中小企業：2,400円  

1

1

2

3

4

2

3

4



記入方法と添付資料
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雇用調整助成金　支給申請書 

■記入のポイント  
      必要情報を記入。　※（６）対象労働者数  

　　（※）「対象労働者」とは、休業・教育訓練実施事業所に雇用される雇用保険被保険者のうち、次を除いた者をいいます。 

　　　　a　解雇を予告されている被保険者、退職願を提出した被保険者、事業主による退職勧奨に応じた被保険者（当該解雇その 

　　　　　　他離職の日の翌日において安定した職業に就くことが明らかな者を除く） 

　　　　b　日雇労働被保険者である者 

　　　　c　判定基礎期間において雇用調整助成金と重複して受給することができない助成金等の支給の対象となる被保険者 

　　 対象となる労働者の所定労働日数を記入。   

      受取り口座情報・判定基礎期間を記入。  

1

1

2

2

3

捨
印

法
人
印

捨印が無い
場合は訂正
ができない 
 

カッコのみ自分で入力が必要です。  

その他の箇所は雇用調整助成金助成額算定書などか

ら自動反映（計算）がされます  

3



記入方法と添付資料
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■雇用保険被保険者以外の様式  
 

緊急雇用安定助成金の申請は、雇用調整助成金と同様に、できるだけ簡素化することを目

的に、申請書類のエクセルなどに計算式が入っています。  

 

資料作成や作成の手順などは雇用調整助成金とほとんどの部分が同じです。※P3参照  

次項より雇用調整助成金と違う点だけ説明していきます。  

 

緊急雇用安定助成金　支給申請書作成の流れ 

作成手順は左から順にに入力  
 
※様式は厚生労働省HPよりダウンロードできます。  

休業・教育訓練実績一覧表　    助成額算定書  支給申請書 



記入方法と添付資料
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緊急雇用安定助成金　助成金算定書 

 

■記入のポイント  
      判定基礎期間（休業の初日から末日）を入力。  

　　休業対象者を入力。。  

      それぞれの月間所定労働日数、前日休業日数う、短時間休業時間を入力。  

1

2

1

2

3

3

雇用調整助成金と違う点のみを解説しています。  
ポイント以外の部分は雇用調整助成金の項をご確認下さい。  
 



記入方法と添付資料
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休業・教育訓練実績一覧表 

■記入のポイント  
      水色は自動で計算されます。複数枚にわたるときは、その合計を赤いセルに入力  

　　してください。  

　　就業規則等に規定されている１日の所定労働時間を記入して下さい。  

　　なお、それが月ごとに異なる場合は判定基礎期間に係る月（暦月と判定基礎期間  

　　が異なる場合は、判定基礎期間の初日が属する月）の所定労働時間を、また労働  

　　者ごとに異なる場合は 最も適用される人数の多い所定労働時間 を記入して下さ 

　　い。 

　   全頁の合計人数を入力します。  

　　 事業主及び「協定をした労働者代表」の記名押印又は署名をする。  

 

1

2

1

2

3

4

7
複数の場合は枚数を記入 

3

4



記入方法と添付資料
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緊急雇用安定助成金　助成金算定書 

 

■記入のポイント  
      事業所名と雇用保険適用事業所番号（なければ労働保険適用事業所番号）を入力。  

      判定基礎期間のうちで、支払った休業手当の総額を入力。  

　　様式新第２豪（３）⑩欄から全日休業した時間、⑦の合計欄から短時間休業時間の　　合計

をそれぞれ入力 

　　１日当たりの所定労働時間数を様式新第２豪（３）⑧欄から転記。  

　　大企業、中小企業、雇用維持要件を見たいしているかどうかをプルダウンで選択  

　　 

1

2

1

2

3

3

雇用調整助成金と違う点のみを解説しています。  
ポイント以外の部分は雇用調整助成金の項をご確認下さい。  
 

4

4

5

5



記入方法と添付資料
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緊急雇用安定助成金　助成金算定書 

 

■記入のポイント  
      様式新第２豪（３）⑥合計欄と様式新第２豪（３）⑨欄から数字を転記。  

 

その他の項目の水色の部分は、自動計算されます。  

1

1

雇用調整助成金と違う点のみを解説しています。  
ポイント以外の部分は雇用調整助成金の項をご確認下さい。  
 



記入方法と添付資料
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■支給要件確認申立書 
 

支給要件確認申立書(雇用調整助成金）は、不正受給がないことを確認する書類です。  

すべての要件に該当しなければ、助成金の対象になりません。  

 

雇用調整助成金・緊急雇用安定助成金　共通様式　

表面　　　　　　　　　　　　　　　　　　  

質問箇所 
 
4および５～1０ 
該当する場合は、助成金の対象になり
ません。 
該当する項目が無ければ『いいえ』に
○をして下さい。 
 
11～15　16・17・18 
該当しない場合は、助成金の対象にな
りません。該当していなければ、全てに
『はい』に○をして下さい。 
 
 



記入方法と添付資料
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■支給要件確認申立書 
 

支給要件確認申立書(雇用調整助成金）は、不正受給がないことを確認する書類です。  

すべての要件に該当しなければ、助成金の対象になりません。  

 

雇調金・緊安金　共通様式　

表面　　　　　　　　　　　　　　　　　　  



記入方法と添付資料

■雇用調整実施事業所の事業活動の状況に関する申出書 
 

雇用調整実施事業所の事業活動の状況に関する申出書は、コロナウィルスの影響で生産

量が減少したことを申し出る書類です。記載内容を証明する書類として、売上簿、営業収入

簿、会計システムの帳簿等が必要です。

#21



記入方法と添付資料
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その他必要資料 

■出勤簿又はタイムカード（判定基礎期間分の写） 
実際に休業したかを確認するために必要な書類となります。  

休業した日は『休業』とわかるように記載して下さい。  

 

■賃金台帳又は給与明細（判定基礎期間分の写） 

実際に休業手当を支払ったかを確認するために必要な書類となります。  

休業分の控除・休業手当の支給がわかるように記載して下さい。  

※初回申請分については、判定基礎期間前３か月分を含む4ヵ月分必要。  

 

■休業等実施計画（変更）届（受理員が押印されたものの写） 

休業計画と支給申請は対になります。どの休業等実施計画に対する支給申請かを確認す

るために必要な書類となります。  

 

■休業協定書（写） 

休業協定書で定めた通りの休業手当などが支給されているのか確認します。  

 

 

■変形労働時間制を採用している場合 

・協定書　・勤務カレンダー、勤務シフト　  

・1ヵ月変更の労働時間制を導入している場合は就業規則  

■みなし労働時間制を採用している場合 

・協定書 

■シフト制を導入している場合 

・シフト表 

■対象者が退職した場合又は解雇当を行った場合 

・退職届の写　・解雇予告通知書の写  

 

 

 

必要に応じて添付する資料 



不正受給には注意

今回、労働局に提出する資料（添付書類を含む）は、立派な法定帳簿です。

今後、助成金に関する会計検査院の調査などがあった場合は、保存義務のある重要

な書類になりますので、しっかり保管しておくようにしましょう。

※助成金受給後、2年以上経過して家計検査院の調査があったというのは特別なケー

スではありません。

なお、別の助成金を活用している場合などのケースで、齟齬が生じないようにしっかり

管理しましょう。
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